
令
和
元
年


月


日
水
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 Term for the submission of application

forms and relevant documents for the quali‑

fication : Between 9 a.m. and 5 p.m., From

October 30, 2019 to November 27, 2019 (ex‑

cept for holidays)

 Time‑limit for the submission of bids by

electronic bidding system : 10 a.m., Febru‑

ary 7, 2020 (bids by mail must be received

by 10 a.m., February 7, 2020)

 Contact point for this notice : Contract

Section, Construction and Repairing Divi‑

sion, Financial Bureau, General Secre‑

tariat, Supreme Court, 42 Hayabusa‑cho,
Chiyoda‑ku, Tokyo 1028651, Japan, TEL
0332620109

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和元年 10 月 30 日

阪神高速道路株式会社契約責任者
管理本部長 芝池 利尚

◎調達機関番号 421 ◎所在地番号 27
〇令和元年阪神高速公告第 29 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 上部耐震補強工事（2019２
神・西宮）（電子入札対象案件）
 工事場所 兵庫県道高速神戸西宮線（３号
神戸線）（神戸市兵庫区入江通３丁目～須磨区
月見山町３丁目付近）
 本工事は、３号神戸線において耐震連結装
置や支承補強装置（水平力分担構造）を設置
する工事である。
なお、本工事は施工箇所が同一路線内に点
在する等し、施工数量を一定規模有する区間
の工事を包括して契約を実施する「維持修繕
工事包括契約方式」の試行工事である。当初
発注工事の本工事契約と併せて包括契約協定
書を締結し、後発工事については、現場条件・
調査結果等を踏まえた設計及び施工計画又は
施工計画の検討を実施した上で、当該協定書
に基づき、工事契約を締結するものである。
なお、後発工事の詳細については入札説明書
を参照すること｡
 工期 契約締結日の翌日から840日間（本
工事は余裕期間制度の適用対象外である）

 工事概算数量
工場製作工 約430ｔ
橋梁補修工
耐震連結装置工（ゴム被覆チェーン）79
基、耐震連結装置工（ＰＣケーブル連結）
６基、橋脚梁拡幅工（ＲＣ）34基、橋脚
梁拡幅工（鋼製）６基、支承補強装置工
（水平力分担構造）434基、現場塗装工
約230

仮設工 １式
共通仮設費 １式
詳細設計費 １式

 本工事は、あらかじめ指定する技術提案を
求め、品質確保のための体制を確認し、価格
と価格以外の要素を総合的に評価して落札者
を決定する総合評価落札方式（簡易型・通常
タイプ）の試行工事である。
 本工事は、全ての入札参加者から入札価格
に対応する工事費内訳書の提出を求める工事
である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務づけられた工事で
ある。
 本工事は、入札を原則として電子入札シス
テムで行う対象工事であり、阪神高速道路株
式会社ホームページに掲載の電子入札運用基
準を適用する。なお、例外的に電子入札によ
りがたい者は、競争参加資格確認申請書及び
添付書類（以下「申請書等」という。）の提出
時までに、同基準に基づき阪神高速道路株式
会社（以下、旧阪神高速道路公団を含め、「阪
神高速」という。）の承諾を得て紙入札方式に
よることができる。
ただし、紙入札方式は一般書留、簡易書留
又は民間事業者による信書の送達に関する法
律第２条第６項に規定する一般信書便事業者
若しくは同条第９項に規定する特定信書便事
業者による同条第２項に規定する信書便（以
下「郵送等」という。）による入札のみとし、
直接（持参）入札は認めない。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥの対象工事である。
 本工事は、三者会議の対象工事ではないが、
受注者が三者会議の開催の要請をした場合に
ついては、明らかに三者会議の必要性が乏し

いと判断される場合を除き三者会議を実施す
ることができる工事である。
 本工事は、競争参加資格確認申請時に、競
争参加希望者から工事費見積書の提出を求
め、内容の妥当性等が確認できた内訳項目を
契約制限価格に反映させることができる見積
書審査方式の試行工事である。
 本工事は、週休２日化を促進する試行工事
（受注者希望方式）である。（週休日は、現場
閉所とする。）
なお、受注者は、週休２日について施工計
画書に記載し監督員に提出するものとする。
また、週休２日の取得実績に応じて、工事成
績評定で加点評価する。

２ 競争参加資格
 阪神高速道路株式会社契約規則（平成23年
阪神高速規則第10号）第６条の規定に該当し
ない者であること。
 一般競争参加資格の認定 開札時に阪神高
速における「橋梁（メタル）」に係る2019・
2020年度の一般競争参加資格の認定を受けて
いること。
なお、会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、阪神高
速が別に定める手続に基づく一般競争参加資
格の再認定を受けていること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 施工能力点 下記に示す単体又は２者によ
る特定建設工事共同企業体であること。
 単体の場合 阪神高速における建設工事
の「橋梁（メタル）」に係る一般競争参加資
格の認定の際に客観的事項について算出し
た点数（以下「施工能力点」という。）が
1150点以上
 特定建設工事共同企業体の場合
ア）代表者は、上記に同じ
イ）構成員は、阪神高速における建設工事
の「橋梁（メタル）」に係る施工能力点が
1050点以上

 地域要件は設定しない。

 施工実績 2004年度以降（過去15年度）に、
元請けとして、下記に示す同種工事の施工実
績（完成し引渡しが済んでいるものに限る。
以下同じ。）を有すること。なお、共同企業体
の構成員としての施工実績は、出資比率が
20％以上の場合のものに限る。
また、阪神高速が発注した工事の場合は、
工事成績評定点が65点未満の工事は施工実績
として認めない。国、地方公共団体及び公共
工事の入札契約の適正化の促進に関する法律
第２条第１項の政令で定める法人（以下「他
の機関」という。）が発注した工事の場合は、
他の機関が施工実績として認めない点数の工
事も施工実績として認めない。
また、特定建設工事共同企業体にあっては、
代表者及びその他の構成員が、2004年度以降
（過去15年度）に、元請けとして、下記に示
す同種工事の施工実績を有すること。
Ⅰ．単体の場合
「同種工事」
・鋼道路橋（歩道橋を除く。以下同じ。）
における上部工の補修又は補強工事
（支承取替工事、耐震改良工事を含む。
以下同じ。）

Ⅱ．特定建設工事共同企業体の場合
ア）代表者は上記Ⅰ．に同じ。
イ）構成員は下記に示すいずれかの同種工
事の施工実績を有すること。
「同種工事」
・鋼道路橋における上部工の補修又は
補強工事
・道路橋における上部工以外の鋼構造
物（標識・遮音壁・伸縮継手等の橋
梁付属物を除く。以下同じ。）の補修
又は補強工事

 技術提案書及び品質確保体制確認書 本工
事における技術提案（技術的所見）を記載し
た技術提案書及び品質確保のための体制に関
する内容を記載した品質確保体制確認書が適
切であること。（詳細は入札説明書参照）
 工事成績評定点 阪神高速が発注した工事
のうち、過去２年度（2017年度及び2018年度）
に完成し引渡した工事の実績がある場合は、
2017年度及び2018年度の工事成績評定点の平
均が２年連続で65点未満でないこと。また、
上記に示す一般競争参加資格の認定と同じ
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